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Ⅰ．施行令、施行規則の改正について

１．施行令の改正について

支援費制度の施行に伴い身体障害者福祉法施行令、知的障害者福祉法施行令、児童

福祉法施行令等の整備をⅡ、Ⅳ及びⅥの通り行うもの。

具体的には、

① 支援費制度の対象となる授産施設を、小規模通所授産施設以外の授産施設とする

こと ［身障令第１条、知障令第１条］。

② 受給者証の交付を受けた障害者等の居住地変更の届出等について定めること。

［身障令第１３条～第１６条、知障令第３条～第６条、児福令第９条の２及び第９

条の３］

③ 居宅生活支援費、施設訓練等支援費の支給に要する費用について国が行う補助又

は負担の額は、支援費基準額に関して厚生労働大臣が定める基準によって算定した

額から利用者負担額について厚生労働大臣が定める基準によって算定した額を除い

た額とすること ［身障令第３０条及び第３２条、知障令第１２条及び第１３条、児。

福令第１８条の２］

等の所要の規定の整備を行う。

２．施行規則の改正について

支援費制度の施行に伴い身体障害者福祉法施行規則、知的障害者福祉法施行規則、

児童福祉法施行規則等の整備をⅢ、Ⅴ及びⅦの通り行うもの。

具体的には、

① 支援費支給の申請、受給者証の交付等の支援費支給に関する手続

② 特定費用、特定日常生活費等［身障規則第９条及び第９条の１５、知障規則第６

条及び第２０条、児福規則第１９条］

③ 支給決定の際の勘案事項［身障規則第９条の３及び第９条の１７、知障規則第８

条及び第２２条、児福規則第２１条］

④ 支給量を定める単位期間［身障規則第９条の５、知障規則第１０条、児福規則第

２１条の３］

⑤ 支給期間が超えてはならない期間［身障規則第９条の６及び第９条の１９、知障

規則第１１条及び第２４条、児福規則第２１条の４］

⑥ 指定事業者・施設の指定申請手続［身障規則第１１条～第１１条の６、知障規則

第３２条～第３８条、児福規則第２１条の１４～第２１条の１７］



- 2 -

を定める等の所要の規定の整備を行う。

なお、障害程度区分、受給者証の様式及び支援費請求書の様式等請求手続に係る省

令は別途定める予定。

３．１月１０日全国会議資料等からの主な追加・変更点について

以前にお示しした内容からの主な追加・変更点は以下のとおりである。

① 居宅受給者証の交付手続として、居宅支給決定障害者等の障害の程度に応じて厚

生労働大臣が定める区分を受給者証に記載して交付することとする。

② 施設訓練等支援費の申請手続等として、毎年、利用者負担額の算定のための書類

の提出を求め、必要があれば利用者負担額を変更する手続を追加。

③ 支援費の支払期日について、居宅生活支援費、施設訓練等支援費ともに 「請求を、

受けた市町村は、サービス提供の翌々月までに支援費を支払う 」としていたが、施。

設訓練等支援費については 「サービス提供の翌月末までに支払う 」に変更する。、 。

また、支払期日を「省令に規定」としていたが、省令には規定せず、標準として

提示することとする。

④ 都道府県から措置委託されている知的障害者施設の旧措置入所者、心身障害者福

祉協会の設置する福祉施設の旧措置入所者について、その他の施設の旧措置入所者

と同様の経過措置を規定。

⑤ 国立施設の入所手続等を追加［身障規則第１２条～第１２条の４］

４．今後の予定

文言の整理、閣議等の必要な手続を経て、速やかに公布。


